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平成１６年３月期 決算短信(連結) 
平成１６年５月２８日 

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社                
 （気配公表銘柄）                       本社所在都道府県 
本社所在地        東京都港区浜松町一丁目１０番７号             東京都 
問い合わせ先  責任者役職名  取締役総務部長 
        氏 名        正 田 一 夫               TEL （０３ ）３４３８  ― １０２１ 
決算取締役会開催日  平成１６ 年５ 月２８日    
米国会計基準採用の有無  有 ･ 無 
 
１．１６年３月期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
 売 上 高                 営 業 利 益        経 常 利 益        
 

１６年３月期 
１５年３月期 

百万円   ％ 
    ２２,２８３ （４.９） 
  ２１,２４１  （３.１） 

百万円    ％ 
      １５２ （△ ８.０） 
   １６５ （２７２.９） 

百万円    ％ 
    ８９ （△ ９.６） 
     ９９ （１７６.３） 

 
 

当期純利益 
１株当たり              
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１６年３月期 
１５年３月期 

百万円  ％ 
３８ （０.５） 
３７ （  ―） 

円 銭 
  ５ ５３ 
６ ３３ 

円 銭 
  ― ― 
  ― ― 

% 
２.４ 

    ２.４ 

% 
  １.０ 
  １.１ 

% 
  ０.４ 
  ０.５ 

（注）  1．持分法投資損益 １６年３月期  ― 百万円  １５年３月期  ― 百万円 
        2．期中平均株式数（連結）１６年３月期 ５,９９０,０６１株 １５年３月期 ５,９９１,６１６株  
    3．会計処理の方法の変更  有 ･ 無 
    4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
（２）連結財政状態 
 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 

１６年３月期 
１５年３月期 

      百万円 
  ８,９８４ 
  ８,７７５ 

      百万円 
 １,６３０ 
  １,５５７ 

        % 
   １８.１ 
   １７.８ 

     円  銭 
  ２７２ ２１ 
  ２６０ ０４ 

（注）期末発行済株式数（連結）１６年３月期 ５,９９０,０６１株  １５年３月期 ５,９９０,０６１株 
（３）連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る  

キャッシュ･フロー 
投 資 活 動 に よ る  
キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
１６年３月期 
１５年３月期 

           百万円 
 △１,３５９ 
      ８２ 

           百万円 
   △ １０ 
  △ ２７ 

           百万円 
   １,４２２ 
    △ ７５ 

            百万円 
   ７５１ 
    ６６９ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 ２ 社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結（新規） １ 社 （除外） ― 社  持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社 

 

２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
 売 上 高          経 常 利 益          当 期 純 利 益          
 
中 間 期 
通 期 

         百万円 
   １１,５００ 
   ２４,０００ 

         百万円 
      ６０ 
     １８０ 

         百万円 
      ４０ 
     １２０ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  ２０ 円  ０３ 銭 

※上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

 があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の４ページを参照して下さい。 
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１．企業集団の状況 

 

 当グループは、当社及び子会社２社で構成され、各種絶縁材料･電子部品･鉄鋼及び電線等の販売を 

主たる事業としております。 

 金属事業部 

  当部門においては、当社及び子会社が表面処理鋼鈑、薄板、電磁鋼鈑、 ブリキ、ステンレス、 

磨帯鋼等を販売しております。 

 電線事業部 

  当部門においては、当社及び子会社が加工付電線、電子機器用電線、巻線、メッキ線、ゴム製品、 

絶縁線、裸線等を販売しております。 

 化成品事業部 

  当部門においては、当社及び子会社が銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、フィルム、半導体、 

電子部品等を販売しております。 

  

 事業の系統図は、次のとおりであります。 

 
 

得        意        先 
 
 

 
 

連結子会社 
 

 
連結子会社 

 

 
主要株主 

 
主要株主 

 
三国（上海）電器件 

有限公司 

 

 
三国（国際） 
有限公司 

   

 
日立電線（株） 

 

 
日立化成工業（株） 

 

 

 

 

 

 
 

当   社 
 

 
金 属 事 業 部 

 
 

電 線 事 業 部 
 
 

化 成 品 事 業 部 
 

 

（注）      は商品販売の流れ、     は商品仕入の流れであります。 
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２．経営方針及び経営成績 

１．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

    当社グループは、電機･電子機器関連材料を扱う商社として、“いつでもお役に立つ三国商事” 

   を合言葉に、「顧客第一主義」を基本方針として、①収集した情報の有効活用、②新商品の照会 

   等提案型営業に徹すること、③流通や各種サービスの充実、④海外営業拠点の拡充等を通じて当 

   社業務の付加価値を高め、作り手側と使い手側双方から真に有効であると認められ信頼される商 

   社を目指して、業容の拡大、発展を図ることを目標としております。 

  

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

    当社は創業以来利益確保に努め、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして 

   認識しております。配当につきましては、各決算期の経営成績並びに今後の事業展開を考慮し、 

   安定した配当を維持・継続しつつ、株主の皆様に還元していくことを基本方針としております。 

    また、内部留保金につきましては、企業体質の強化及び事業拡大の原資として活用し、これが 

   ひいては将来、安定的配当に寄与していくものと考えております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

    当社グループの主要取引先である電機･電子関連業界を中心に、生産拠点の海外移管が続き国内 

   生産能力の縮小や現地調達率の拡大等から、国内需要は引き続き低速し厳しい状況が続くものと思 

   われます。 

    このような状況下で当社グループは、海外営業拠点（香港･東莞･上海･シンガポール）の拡充に 

   一層注力して国内の空洞化に対処し、パソコンや携帯電話機等の情報通信分野向け材料の取扱を 

   増加させることに重点的に取り組むと共に、既に取得いたしております「ＩＳО１４００１」に 

   よる環境保全活動及び環境負荷の少ない製品等の仕入･販売の推進、及び商社の重要な財産の一つ 

   であります「人材の育成」をさらに徹底し、エレクトロニクス分野に強い専門商社を目指したい 

   と考えております。 

 

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

    当社はコーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、経営の透明性や公正性の向上に努めるとと

もに、迅速かつ効率的な意思決定を行うことができる経営管理体制を構築すべく取り組んでおります。 

    取締役会は月１回以上開催し、経営に関する方針・計画及び業務執行に関する重要事項を決定すると

ともに、毎月の業績状況等についても執行管理を行っております。 

    監査役につきましては、監査役２名を社外から迎えており、監査役の経営監督機能の充実に努めてお

ります。監査役は、取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を十分監査できる体制になって

おります。また、当社は、会計監査法人として新日本監査法人と監査契約を締結して財務諸表の信頼性

を確認し、経営の透明性を確保しております。 
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２．経営成績 

（１） 当期の概況 

① 当期の業績 

    当期における我国経済は、期初にイラク戦争や重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）の影響が残り、景

気は弱含みで推移いたしましたが、その後、景気回復が鮮明となった米国と、ＳＡＲＳの終息とともに

景気拡大基調に復帰した中国を中心とするアジア地域向けに、輸出が拡大し、これに牽引される形で、

民間設備投資が増加し、景気は緩やかながら回復基調で推移いたしました。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、新規顧客の開拓や新商品の拡販等、収益力強

化のための積極的な営業展開を図るとともに、経費の節減を始めとする合理化対策の実施等、経営全般

にわたる諸施策を引き続き推進いたしました。 

   その結果、当連結会計年度の売上高は、前期比５％増の２２２億８３百万円となりましたが、採算的に

は厳しい状況が続き、営業利益は前期比８％減の１億５２百万円、又、円高等による影響により経常利

益も前期比１０％減の８９百万円、当期純利益は前期並みの３８百万円となりました。 

     

 

売上高を部門別にご報告いたしますと、金属部門は、ブラウン管用シャドウマスク材の販売減により

特殊薄板が減少いたしましたが、家電・住宅向けの高級化粧板及び携帯電話等の乾電池向けニッケルメ

ッキ鋼板を中心とした表面処理鋼板の販売増により、当部門の売上高は前期比１７％増の７９億６百万

円となりました。 

電線部門におきましては、巻線及び裸線が民間設備投資の拡大により増加いたしましたが、ゲーム機向

け加工付電線が、顧客の海外生産移管等により減少いたしましたため、当部門の売上高は前期比１２％

減の６２億６８百万円にとどまりました。 

   化成品部門におきましては、主力のゲーム機・遊戯機器向けの配線板用銅張積層板とデジタル家電やＰ

Ｃ向けの半導体・液晶材料が増加いたしましたため、当部門の売上高は前期比１０％増の８１億８百万

円となりました。 

 

   ②キャッシュ･フローの状況 

    当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、仕入債務の減少 

   はあったものの、税金等調整前当期純利益及び短期借入金の増加により、当連結会計年度末 

   には７５１百万円となりました。 

 

  （営業活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度における営業活動の結果使用した資金は１,３５９百万円で、これは主に 

仕入債務の減少によるものであります。 

 

  （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度における投資活動の結果使用した資金は１０百万円で、これは主に投資有 

   価証券の取得による支出によるものであります。 
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  （財務活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度における財務活動の結果得られた資金は１,４２２百万円で、これは主に 

銀行借入金の増加によるものであります。 

なお、当グループのキャッシュ･フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 
 ８７期 ８８期 ８９期 
 平成１４年 

３月期 
平成１５年 
３月期 

平成１６年 
３月期 

自己資本比率（％） １７.５ １７.８ １８.１ 
時価ベースの 
自己資本比率（％） 

 
６.６ 

 
６.８ 

 
６.７ 

債務償還年数（年） ― １２.０ ― 
インタレスト・ 
カバレッジ・レシオ（倍） 

 
― 

 
３.７ 

 
― 

（注） 

 １．自己資本比率:自己資本／総資産 

 ２．時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産 

 ３．債務償還年数:有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ: 営業キャッシュ･フロー／利払い 

（補足） 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ･フローは連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を

使用しております。 

 

（２） 次期の見通し 

    今後の我国経済は、輸出の拡大や生産・設備投資の増加が続き、当面堅調に推移するものと思われま

す。しかしながら、世界的な原材料の高騰や為替相場の不安定な状況が続くものと予想され、さらには

税制や社会保障制度等の改革が個人消費の回復に与える影響が懸念されるなど、依然として予断を許さ

ない状況が続くものと思われます。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、新規顧客の開拓と新規商品の拡販活動を推進

し、売上高の増加を図るとともに、香港・上海を中心とした海外子会社との連携による競争力の強化に

努め、さらには一層の経営の合理化・改善を推し進め、業績の向上に総力を結集する所存であります。 

    なお、次期の連結業績につきましては、売上高２４,０００百万円、経常利益１８０百万円、当期 

   純利益１２０百万円を予想しております。 
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３．連結財務諸表等 

１．連結貸借対照表 

                                         （単位 千円） 

         期 別 
 
科 目 

 
前連結会計年度（Ａ） 

（平成１５年３月３１日現在） 

 
当連結会計年度（Ｂ） 

（平成１６年３月３１日現在） 

 
比 較 増 減 

（Ｂ）－（Ａ） 

〔 資 産 の 部 〕         
流 動 資 産 

     
７,９０９,７２８ 

     
８,０３６,１４９ 

     
１２６,４２１ 

  現 金 及 び 預 金 
  受取手形及び売掛金 
  た な 卸 資 産 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 

６６９,２３８ 
６,６４３,３０８ 

５６５,２５４ 
９７,５９２ 
１０,９４７ 

△ ７６,６１３ 

７５１,６２８ 
５,９９７,１８７ 

８０１,９７４ 
４３,０８１ 

５３７,１７０ 
△ ９４,８９４ 

８２,３８９ 
△ ６４６,１２０ 

２３６,７１９ 
△ ５４,５１０ 
５２６,２２３ 

△ １８,２８０ 
固 定 資 産 ８６５,４５７ ９４８,４２７ ８２,９６９ 
 有 形 固 定 資 産 ４５０,６８５ ４４０,８６９ △ ９,８１５ 

無 形 固 定 資 産 ３,６３５ ８,５７８ ４,９４３ 
 投 資 そ の 他 の 資 産 ４１１,１３７ ４９８,９７９ ８７,８４２ 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 

４５８,２９４ 
△４７,１５７ 

５４６,５７４ 
△４７,５９５ 

８８,２８０ 
△ ４３７ 

資 産 合 計 ８,７７５,１８５ ８,９８４,５７６ ２０９,３９０ 
〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 

 

６,９５９,５２７ 

 

７,０８３,３５２ 

 

１２３,８２５ 
  支払手形及び買掛金 
  短 期 借 入 金 
  未 払 法 人 税 等 
  そ の 他 

５,８６５,２８１ 
９８６,１１０ 

２,６５７ 
１０５,４７７ 

４,５１２,０９０ 
２,４３３,２６２ 

７,５３８ 
１３０,４６０ 

△ １,３５３,１９１ 
１,４４７,１５２ 

４,８８１ 
２４,９８３ 

固 定 負 債 ２５８,０３０ ２７０,６７５ １２,６４４ 
  退 職 給 付 引 当 金 
  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

２１５,３２０ 
４２,７１０ 

― 

２０４,７０１ 
５２,２３０ 
１３,７４４ 

△ １０,６１９ 
９,５２０ 

１３,７４４ 
負 債 合 計 ７,２１７,５５７ ７,３５４,０２８ １３６,４７０ 

〔少数株主持分〕 ― ― ― 
〔 資 本 の 部 〕         

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
自 己 株 式 

 
３００,０００ 

１,３３３ 
１,２８１,１５０ 

△２３,９１４ 
８７０ 

△１,８１２ 

 
３００,０００ 

１,３３３ 
１,２６７,７１６ 

６７,５３６ 
△４,２２５ 
△１,８１２ 

 
― 
― 

△ １３,４３４ 
９１,４５０ 

△ ５,０９５ 
― 

資 本 合 計 １,５５７,６２８ １,６３０,５４８ ７２,９２０ 
負債、少数株主持分及び資本合計 ８,７７５,１８５ ８,９８４,５７６  ２０９,３９０ 
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２．連結損益計算書 

                                         （単位 千円） 

          期 別 
 
 
 科 目 

前連結会計年度（Ａ） 
自 平  成  １４  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １５  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度（Ｂ） 
自 平  成  １５  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １６  年 ３ 月 ３１日 

 
Ｂ ／ Ａ 
（ ％ ） 

 

２１,２４１,０２２ 

１９,６０１,８２９ 

２２,２８３,６０３ 

２０,６１８,６０１ 

１０５ 

１０５ 

１,６３９,１９２ 

１,４７３,５４４ 

１,６６５,００２ 

１,５１２,６７０ 

１０２ 

１０３ 

１６５,６４８ 

７,９７３ 

７２６ 

３,２５９ 

３,９８６ 

７４,３７１ 

２２,５６３ 

１１,５９０ 

３７,４２８ 

２,７８８ 

１５２,３３２ 

４２,７９６ 

２４,４２３ 

９,６８５ 

８,６８７ 

１０５,４１９ 

２２,９９０ 

６,６００ 

６３,５２１ 

１２,３０７ 

９２ 

５３７ 

３３６２ 

２９７ 

２１８ 

１４２ 

１０２ 

５７ 

１７０ 

４４１４ 

９９,２４９ 

― 

― 

３７,８５８ 

３７,８５８ 

８９,７０９ 

５,８１２ 

５,８１２ 

― 

― 

９０ 

― 

― 

― 

― 

６１,３９１ 

５,７６７ 

１１,３８６ 

２９,１１２ 

９５,５２２ 

８,３５９ 

― 

４９,０６４ 

１５６ 

１４５ 

― 

１６９ 

売 上 高           

売 上 原 価           

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 営 業 利 益 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息 

 受 取 配 当 金 

        雑 収 入 

営 業 外 費 用           

支 払 利 息 

商 品 滅 却 損 

為 替 差 損 

雑 損 失 

経 常 利 益 

特 別 利 益           

    投資有価証券売却益 

特 別 損 失           

 投資有価証券評価損 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 

 法人税、住民税及び事業税              
 過 年 度 法 人 税 等 戻 入 額              

  法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 
３７,８９８ ３８,０９７ １０１ 
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３．連結剰余金計算書 

                              （単位 千円） 

           期 別 
 
 
 科 目 

前連結会計年度 
自 平  成  １４  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １５  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 
自 平  成  １５  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １６  年 ３ 月 ３１日 

 
（資本剰余金の部） 
資本剰余金期首残高            

 
 

１,３３３ 

 
 

１,３３３ 
資 本 剰 余 金 増 加 高            ― ― 
資 本 剰 余 金 減 少 高            ― ― 
資本剰余金期末残高            １,３３３ １,３３３ 
 
（利益剰余金の部） 
利益剰余金期首残高            

 
 

１,２７３,２１４ 

 
 

１,２８１,１５０ 
利 益 剰 余 金 増 加 高            ３７,８９８ ３８,０９７ 

当   期   純   利   益 ３７,８９８ ３８,０９７ 
利 益 剰 余 金 減 少 高            ２９,９６１ ５１,５３２ 

配         当        金 
   新規連結による利益剰余金減少高 

２９,９６１ 
― 

２９,９５０ 
２１,５８２ 

利益剰余金期末残高            １,２８１,１５０ １,２６７,７１６ 
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４．連結キャッシュ･フロー計算書 

                                      （単位 千円） 

                期 別 
 
 
 科 目 

前連結会計年度 
自 平  成  １４  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １５  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 
自 平  成  １５  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １６  年 ３ 月 ３１日 

 
６１,３９１ 
１９,２９２ 
△６,０２２ 
△４,８８０ 
４,８３３ 

△３,９８６ 
３７,８５８ 

― 
２２,５６３ 
４,７６４ 

６０,１５５ 
７５,３７７ 

△１５５,０１８ 
△１４,５５２ 

 
９５,５２２ 
１６,８６８ 

△１０,６１９ 
９,５２０ 

１９,８４４ 
△３４,１０８ 

― 
△５,８１２ 
２２,９９０ 

６ 
５３２,５６９ 

△１９７,２８１ 
△１,３１８,４８９ 

△４９８,２６６ 
１０１,７７８ 

３,９８６ 
△２２,３６９ 

△１,１３３ 

△１,３６７,２５７ 
３４,１０８ 

△２２,５１８ 
△３,５５５ 

８２,２６１ 
 
 

― 
１,３９８ 

 △４,４９４ 
― 

△２３,８０５ 
― 

△８６５ 

△１,３５９,２２３ 
 
 

△３,８００ 
１,５２４ 

 △７,３７７ 
△５,６６０ 

△１１,７３７ 
１７,１３３ 

△３０８ 

△２７,７６７ 
 
 

△４６,１３８ 
△２９,３０２ 

△２２５ 

△１０,２２６ 
 
 

１,４５１,８８５ 
△２９,３２１ 

― 
△７５,６６６ 

 
△６,０８３ 

１,４２２,５６４ 
 

△８,３３０ 
△２７,２５５ 
６９６,４９４ 

― 

４４,７８４ 
６６９,２３８ 
３７,６０５ 

(１)営業活動によるキャッシュ･フロー 
   税金等調整前当期純利益 
   減価償却費 
   退職給付引当金の減少額 
   役員退職慰労引当金の増減額(△減少額) 

   貸倒引当金の増加額 
   受取利息及び受取配当金 
   投資有価証券評価損 
   投資有価証券売却損益 
   支払利息 
   為替差損益 
   売上債権の減少額 
   たな卸資産の増減額(△増加額) 
   仕入債務の減少額 
   その他 
    小    計 
   利息及び配当金の受取額 
   利息の支払額 
   法人税等の支払額 
  営業活動によるキャッシュ･フロー 
 
(２)投資活動によるキャッシュ･フロー 
   貸付による支出 
   貸付金の回収による収入 
   有形固定資産の取得による支出 
   無形固定資産の取得による支出 
   投資有価証券の取得による支出 
   投資有価証券の売却による収入 
   その他 
  投資活動によるキャッシュ･フロー 
 
(３)財務活動によるキャッシュ･フロー 
   短期借入金の純増減額 
   配当金の支払額 
   自己株式の取得による支出 
  財務活動によるキャッシュ･フロー 
 
(４)現金及び現金同等物に係る換算差額 
(５)現金及び現金同等物の増加額 
(６)現金及び現金同等物の期首残高 
(７)新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 

(８)現金及び現金同等物の期末残高 ６６９,２３８ ７５１,６２８ 



 １０ 

５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

   （1）連結子会社 ２社 

    三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司 

    前連結会計年度において非連結子会社であった三国（上海）電器件有限公司は、重要性が増し 

    たことにより当連結会計年度より連結の範囲に含めております。 

 ２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社は、ありません。 

 ３．連結子会社の決算日等に関する事項 

   三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司の決算日は、１２月３１日であります。 

   連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた 

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 ４．会計処理基準に関する事項 

   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

        時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法 

         （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

     ②たな卸資産……………総平均法に基づく原価法 

          ③デリバティブ…………時価法 

   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産 

       当社は定率法に、また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法によ 

       っております。ただし、当社は平成１０年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を 

       除く）については、定額法によっております。 

     ②無形固定資産 

     定額法によっております。 

     ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年） 

     に基づく定額法によっております。 

    （３）重要な引当金の計上基準 

     ①貸倒引当金 

        債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

        a 一般債権 

                  貸倒実績率によっております。 

        b 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

          個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

      ②退職給付引当金 

        従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産 

        の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上 

        しております。 

        なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法 

        により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 



 １１ 

      ③役員退職慰労引当金 

        役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく必要額を計上しております。 

    （４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

       外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益 

       として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相 

       場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は資 

       本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

     （５）重要なリース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

       については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

      （６）重要なヘッジ会計の方法 

      ①ヘッジ会計の方法 

        繰延ヘッジ処理を採用しております。 

     ②ヘッジ手段及びヘッジ対象 

        ヘッジ手段…………通貨オプション取引 

        ヘッジ対象…………外貨建営業債務（外貨建予定取引を含む） 

     ③ヘッジ方針 

       社内管理規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。 

     ④ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象のキャッシュフロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュフロー変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎にして有

効性を判断しております。 

    （７）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

      消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  ５．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか 

   負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限及び満期日の到来する短期的な投資からなっておりま 

    す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １２ 

 

注 記 事 項 

 

（連結貸借対照表関係）                             （単位 千円） 

項  目 
前連結会計年度 

（平成１５年３月３１日現在） 
当連結会計年度 

（平成１６年３月３１日現在） 
１．投資有価証券 
 
２．有形固定資産の減価償 
  却累計額 
３．受取手形裏書譲渡高 
  保証債務 
  手形債権譲渡高 

非連結子会社に対するものは次のとお
りであります。          ２４,８１６ 

３０５,８６６ 
 

４２,６８０ 
２８６,０６０ 

― 

― 
 

３１７,８２４ 
 

２９,６６０ 
２００,０００ 

１,６５１,３３４ 

 

（連結損益計算書関係）                                                     （単位 千円） 

項  目 

前連結会計年度 
自 平成１４年４月 １日 

（            ） 
至 平成１５年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１５年４月 １日 

（            ） 
至 平成１６年３月３１日 

販売費及び一般管理費のう
ち主要な項目及び金額 
 
荷造運賃 
従業員給料手当 
賞与 
退職給付費用 
役員退職慰労引当金繰入額 
貸倒引当金繰入額 

 
 

                    
１７５,６７２ 
６００,６６３ 
１４５,４９４ 
 ３４,８３６ 
 １６,５１０ 
    ４,８３３ 

 
 

                    
１８７,２８０ 
５５８,８８９ 
１２１,１５３ 
 ３８,５９７ 
 １７,２６０ 
  １７,１５９ 

 

（連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
自 平成１４年４月 １日 

（            ） 
至 平成１５年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１５年４月 １日 

（            ） 
至 平成１６年３月３１日 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 
 

現金及び預金勘定     ６６９,２３８千円 
現金及び現金同等物    ６６９,２３８千円 

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 
 

現金及び預金勘定      ７５１,６２８千円 
現金及び現金同等物     ７５１,６２８千円 
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
自 平成１４年４月 １日 

（            ） 
至 平成１５年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１５年４月 １日 

（            ） 
至 平成１６年３月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 
  相当額及び期末残高相当額 
     有形固定資産       
    （工具器具備品）   その他     合 計 
取得価額１２６,４２３千円４,３００千円１３０,７２３千円 
相当額 
減価償却累８６,９３０千円２,５７９千円 ８９,５１０千円 
計額相当額  
期末残高 ３９,４９２千円１,７２０千円  ４１,２１２千円 
相当額      

２．未経過リース料期末残高相当額 
  １年以内           ２３,２７６千円   
  １年超             １９,１１２千円   
  合計                    ４２,３８８千円   
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 
    相当額 
  支払リース料           ３０,１５４千円 
  減価償却費相当額        ２８,７９８千円 
  支払利息相当額               １,１９０千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 
    る定額法によっております。 
５．利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当 
    額との差額を利息相当額とし、各期への配分 
    方法については、利息法によっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 
  相当額及び期末残高相当額 
     有形固定資産       
    （工具器具備品）   その他     合 計 
取得価額１０１,３３５千円４,３００千円１０５,６３５千円 
相当額 
減価償却累７２,８７８千円３,４３９千円 ７６,３１８千円 
計額相当額  
期末残高 ２８,４５７千円  ８６０千円  ２９,３１７千円 
相当額      

２．未経過リース料期末残高相当額 
  １年以内           １９,７４６千円    
  １年超             １０,２９１千円   
  合計                    ３０,０３８千円    
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 
    相当額 
  支払リース料           ２５,８４５千円 
  減価償却費相当額        ２４,６７２千円 
  支払利息相当額                 ７１７千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 
    る定額法によっております。 
５．利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当 
    額との差額を利息相当額とし、各期への配分 
    方法については、利息法によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １４ 

（有価証券関係） 

前連結会計年度末（平成１５年３月３１日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                         （単位 千円） 

前連結会計年度（平 成 １５年 ３月 ３１日現在）  

区   分 取 得 原 価       
連結貸借対照表 
計 上 額        差 額       

 
株  式 

 

 
８０,９５６ 

 

 
８６,９５７ 

 

 
６,００１ 

 

   
 時価が貸借対照表計上 
 額を超えるもの 

 小  計 ８０,９５６ ８６,９５７ ６,００１ 

 
 

 
株  式 

 

 
１５６,７５８ 

 

 
１１０,４２９ 

 

 
△４６,３２８ 

 

   
  時価が貸借対照表計上 
 額を超えないもの 

 小  計 １５６,７５８ １１０,４２９ △４６,３２８ 
合         計 ２３７,７１４ １９７,３８７ △４０,３２７ 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                                     （単位 千円） 
 前連結会計年度（平 成１５年３月３１日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
６１,７４０ 

当連結会計年度末（平成１６年３月３１日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                         （単位 千円） 

当連結会計年度（平 成 １６年 ３月 ３１日現在）  

区   分 取 得 原 価       
連結貸借対照表 
計 上 額        差 額       

 
株  式 

 

 
２２８,７０８ 

 

 
３４３,４４０ 

 

 
１１４,７３２ 

 

   
 時価が貸借対照表計上 
 額を超えるもの 

 小  計 ２２８,７０８ ３４３,４４０ １１４,７３２ 

 
 

 
株  式 

 

 
６,４２２ 

 

 
５,９２２ 

 

 
△ ４９９ 

 

   
  時価が貸借対照表計上 
 額を超えないもの 

 小  計 ６,４２２ ５,９２２ △ ４９９ 
合         計 ２３５,１３１ ３４９,３６３ １１４,２３２ 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                                     （単位 千円） 
 当連結会計年度（平 成１６年３月３１日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
６４,７４０ 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １５ 

（デリバティブ取引関係） 

 前連結会計年度（平成１５年３月３１日現在） 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いているため、開示対象となるものはありません。 

 

 当連結会計年度（平成１６年３月３１日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

（単位 千円） 

種  類 契約額等 契約額等のうち１年超 時  価 評価損益 
為替予約取引 

売 建 
米ドル 
 
買 建 
 
 

 
 

２８６,７８３ 
 

 
― 

 

 
 

― 
 
 

― 
 

 
 

２８４,６２７ 
 

 
― 

 

 
 

２,１５５ 
 
 

― 

合   計 ２８６,７８３ ― ２８４,６２７ ２,１５５ 

（注）１．時価の算出方法 

     時価の算出方法については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 



 １６ 

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日）当連結会計年度（自 平成１５年４

月１日 至 平成１６年３月３１日） 

 当社グループは、事業の種類として各種商品販売を行う専門商社であるので、事業の種類別セグメント 

 上は、単一業種として取り扱っております。 

 従って、事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 

（単位 千円） 
  

日 本 
 

アジア 
 

計 
消去又 
は全社 

 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 
 売 上 高       
（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の 
      内部売上高又は振替高 

 
 

１８,７２０,９５６ 
 

６９７,６４２ 

 
 

２,５２０,０６６ 
 

５０７,５００ 

 
 

２１,２４１,０２２ 
 

１,２０５,１４３ 

 
 

― 
 

△１,２０５,１４３ 

 
 

２１,２４１,０２２ 
 

― 

計 １９,４１８,５９８ ３,０２７,５６６ ２２,４４６,１６５ △１,２０５,１４３ ２１,２４１,０２２ 

 営 業 費 用       １９,２６９,６０３ ３,０１０,９４１ ２２,２８０,５４４ △１,２０５,１７０ ２１,０７５,３７４ 

 営 業 利 益       １４８,９９４ １６,６２５ １６５,６２０ ２７ １６５,６４８ 

Ⅱ資    産 ８,４８９,１４５ ５５２,７５８ ９,０４１,９０４ △２６６,７１８ ８,７７５,１８５ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港 

当連結会計年度（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 

（単位 千円） 
  

日 本 
 

アジア 
 

計 
消去又 
は全社 

 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 
 売 上 高       
（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の 
      内部売上高又は振替高 

 
 

１９,０４９,３３３ 
 

１,０４９,８５０ 

 
 

３,２３４,２７０ 
 

４０２,４６４ 

 
 

２２,２８３,６０３ 
 

１,４５２,３１４ 

 
 

― 
 

△１,４５２,３１４ 

 
 

２２,２８３,６０３ 
 

― 

計 ２０,０９９,１８３ ３,６３６,７３４ ２３,７３５,９１８ △１,４５２,３１４ ２２,２８３,６０３ 

 営 業 費 用       １９,９６１,４７８ ３,６２２,１６８ ２３,５８３,６４６ △１,４５２,３７４ ２２,１３１,２７１ 

 営 業 利 益       １３７,７０５ １４,５６６ １５２,２７１ ６０ １５２,３３２ 

Ⅱ資    産 ８,４５１,５１８ １,０４８,１５７ ９,４９９,６７６ △５１５,０９９ ８,９８４,５７６ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港．上海 

 

 

 

 

 

 

 



 １７ 

３．海外売上高 

前連結会計年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 

（単位 千円） 
 アジア その他 計 
Ⅰ海外売上高 ２,８０４,３３３ ５８,７８９ ２,８６３,１２３ 
Ⅱ連結売上高 ２１,２４１,０２２ 
Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合 

 

１３．２％ 
 

０．３％ 
 

１３．５％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

    （２）その他……アメリカ等 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 

（単位 千円） 
 アジア その他 計 
Ⅰ海外売上高 ３,３７０,０００ ３９,９０７ ３,４０９,９０７ 
Ⅱ連結売上高 ２２,２８３,６０３ 
Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合 

 

１５．１％ 
 

０．２％ 
 

１５．３％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

    （２）その他……アメリカ等 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

  当社は、退職金制度と適格退職年金制度を併用して採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項                            （単位 千円） 
 前連結会計年度 

（平成１５年３月３１日現在） 
当連結会計年度 

（平成１６年３月３１日現在） 
退職給付債務 
年金資産 

△４６９,１５４ 
１６５,２６８ 

△４３６,２１４ 
１９１,５０３ 

未積立退職給付債務 
未認識数理計算上の差異 

△３０３,８８６ 
８８,５６５ 

△２４４,７１０ 
４０,００９ 

退職給付引当金 △２１５,３２０ △２０４,７０１ 

 

３．退職給付費用に関する事項                            （単位 千円） 
 前連結会計年度 

自 平成１４年４月 １日 
（            ） 

至 平成１５年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１５年４月 １日 

（            ） 
至 平成１６年３月３１日 

勤務費用 
利息費用 
期待運用収益 
数理計算上の差異の費用処理額 

２０,６８８ 
１２,１５７ 
△５,０１２ 
７,００２ 

２０,８８７ 
１１,７２８ 
△４,１３１ 
１０,１１３ 

退職給付費用 ３４,８３６ ３８,５９７ 

 



 １８ 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 前連結会計年度 

自 平成１４年４月 １日 
（            ） 

至 平成１５年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１５年４月 １日 

（            ） 
至 平成１６年３月３１日 

退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 期間定額基準 
割引率 ２．５％ ２．５％ 
期待運用収益率 ２．５％ ２．５％ 
数理計算上の差異の処理年数 １０年 １０年 

 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳                 （単位 千円） 
 前連結会計年度 

（平成１５年３月３１日現在） 
当連結会計年度 

（平成１６年３月３１日現在） 
繰延税金資産 
 退職給付引当金繰入限度超過額 
 繰越欠損金 
 貸倒引当金繰入限度超過額 
 賞与引当金損金算入限度超過額 
 役員退職慰労引当金否認額 
 その他 

 
７８,４００ 
５４,３０９ 
３７,２５６ 
２４,４７６ 
１７,３８２ 
２０,０９７ 

 
７８,０３６ 

― 
３３,２５６ 
２８,４９０ 
２１,２５７ 
３,５０７ 

繰延税金資産小計 ２３１,９２３ １６４,５４７ 
評価性引当額 △２１,９２８ △２２,０９０ 
繰延税金資産合計 ２０９,９９５ １４２,４５６ 
繰延税金負債 
 固定資産圧縮積立金認容額 
 その他有価証券評価差額金 

 
６８,００９ 

― 

 
６６,４２３ 
４６,６９６ 

繰延税金負債合計 ６８,００９ １１３,１１９ 
繰延税金資産の純額 １４１,９８５ ２９,３３７ 

 

 

  

 

 

４．生産、受注及び販売の状況 

売上高明細表 

                                          （単位 千円） 
 

部 門 別       
 
 

前連結会計年度 
自 平  成  １４  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １５  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 
自 平  成  １５  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １６  年 ３ 月 ３１日 

金 属       ６,７４６,１５７ ７,９０６,３７５ 
電 線       ７,１４６,４３０ ６,２６８,７９５ 
化 成 品       ７,３４８,４３４ ８,１０８,４３３ 
合 計       ２１,２４１,０２２ ２２,２８３,６０３ 

 


